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総論

国際 計 量 体 制 の 歴 史 と将 来 像 （2）
＊

一
国 際度 量 衡 委 員 在任 15 年 を 顧 み て

一

飯　塚　幸　三
＊＊

3 ． 3　 グロ ーバル 化と相互 承認取 り決め

　第 20 回国際度量衡総会 （以下総会 と略称）が

決議 し た世界的な トレーサ ビ リテ ィ確立 の た め

の 基幹比較等の 推進は、1999 年に開催 された第

21 回総会 の 場にお ける相互 承認 取 り決 め （MRA）

の 決議 と署名 で結実した 。 こ の 取 り決 め はそ の

後 も 日々 発展 しつ つ あ り、 す で に過去 の 話 とな

っ た こ とも多い が 、成立 ま で の 経緯に つ い て は

歴 史的な流れ と して 興味深い と思われ る の で 、

講演 内容 より詳 しく記述 して お きた い 。

3 ． 3 ． 1　 相互承認取 り決めの背景

　メ
ー

トル 条約締結の 原点は 、 世界的に共 通 な

単位が使用 され る こ とで あっ た と思われ るが、

そ れ は単に単位 の 名称 と定義を定 め る こ とに と

どま らず 、 世界 の ど こ で も共 通 の 標準に基づ い

て 同
一

の 単位 が実現 され 、 そ れに基づ い て 同等

の 計量 が実施 され る こ とを究極の 目的とする も

の で ある。「世界共 通 の 単位 と標準」 の 実現は 、

元来公 正 な商取引や公 平 な課 税の 基盤 とし て 不

可欠 であ っ たが 、その 必要性 は近代の 科 学技術

の 進歩 と世界経済の 発展 に伴い す べ て の 分野 の

量 の 計量 ・計測に拡大 して きた 。 と くに過去 20

− 30 年の 問に貿易 の 自由化が進展 し 、 人 、 物 の

国壇を越 えた移動 が頻繁にな るに従 っ て 、輸出

入 され る製品の 品質保証 が グ ロ ーバ ル な視点か

ら求 められ 、その ための 試験や測定 につ い て も

世界的に同等性 を保証する シ ス テ ム の 構築が要

求 され るよ うにな っ て きた。前述 の 1995 年にお

け る第 20 回総会で の トレ ーサ ビ リテ ィ に 関わ

る決議 はその 反映 で あるが 、 それ に は先行 して

品質管理 シ ス テ ム の 国際化 が あ っ た こ とが 指摘

され る。その 背景 は、上述 の よ うにまず第 1 に

（a）社会 ・経済 （人 、もの 、金 ）の グロ ーバ ル

化の 進展

で あ る 。 今 日の 世界各国は 国際貿易 を通 じて 密

接な相互 依存関係 に あ り、円滑 な貿易 の た め の

ル ール 作 りは戦後 の 国際社会の 課題で あ っ た 。

1947年 に締結 され た 関税 と貿易 に関す る
一

般協

定 （ガ ッ ト）の 下で 、

（b）公 平 な自由競争の なかでの 自由貿易体制の

維持

が図 られ て きたが、ガ ッ トを発展 させ た念願 の

世界貿易機構 （WTO）が 1995 年 1 月 1 日に発足

した 。 す で にガ ソ ト体制の 下で 、 貿易 の 技術的

障害 （TBT）に関す る協定 （TBT 協定）が合意 さ

れ て お り、WTO の 発足 に伴っ て そ の 下に TBT 委

員会 が置 かれ た が 、そ の狙 い は技術的 な基準や

認証 に つ い て の

（G） 内外無差別 と手続 きの透 明性の確保

で あ る 。 規格 （標準） と認 証方 法が国際的 に統

一され 、 当事者間で相互 に 承認 が取れ れ ば 、 国

境を越えて移動 する産 品 の 試験 ・検査 は発送 ・

受 け取 りの 途上 の ど こかで 1 回実施すれ ば済む 。

これ が

（d） ワ ン ・ス トッ プ ・
テ ス テ ィ ン グ

で 、 最近はそ の 実現が強 く求め られ て お り、 そ

の た め の 基準 と認証 の 相互 承認 制度 の 確立 が進

＊ 原稿受付 2003年 8 月 12 日　 本稿は計量史学会 25 周 年記念講演会 （2002 年 2 月 23 日 ホ テ

　 ル 　 フ ロ ラ シ オ ン青 山）で の 講演 を基 に 補足 ・再編集 し た もの の 後編で あ る 。
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め られ て きた の で ある。

　 以上 の よ うな動 きに 対応 した国際組織 は以下

の とお りで 、 それ ぞ れ は戦後 の 早い 時期 か ら活

動 して い た もの の 、グ ロ ーバ ル 化 に対応 した活

動が活発化 したの は 1990 年代の 特徴 と言 っ て

よ い で あろ う。

  　品質 マ ネ ージメ ン トシ ス テ ム 規格

　 国際標 準化機構 （ISO ；加盟 国数 135） が品質

保証 シ ス テ ム の 国際規格策定の ため の 技術委員

会 TC176 を発足 させ たの は 1979年の こ と で あ る。

そ の 作業の 成果 と して い わ ゆ る ISO9000 シ リー

ズ の
一

連の 規格が発行 された の は 1987 年で あ

っ た。良 く知 られ て い る よ うに 、こ の 規格に対

す るわが 国の 対応 は、品質管理 の 先進国で あ る

とい う自負 と 、
マ ネージメ ン トシ ス テ ム 規格 に

対す る理 解が 不十分で あ っ た た め欧米各 国か ら

大 きく遅れ た が 、 現在は先進 国 として の 経験 を

生か した積極 的な取 り組 み に転 じて い る。

  　適合性評価規格

　 品質保証 の た め の 規格 の 制定 と平行 して、こ

の 規格 を使用す る各企業や 団体がそ の 規格 に適

合 して い るか ど うか を判 定す るた め の 基 準 と方

法 を取 り決 め る必要が 生 じ、ISO は それ まで の

認 証 委 員 会 を 1985 年 に 適 合 性 評 価委 員 会

（ISO／CASCO）に改組 した 。 当初、こ の 委員会 は

適合性評価に 関する指針 （ガ イ ド） を国際電気

標 準会議 （IEC ；加 盟国数 60） と共 同で作成 し

て い たが 、近 年 にな っ て マ ネ
ー

ジ メ ン ト規格や

製品規格 の 要求事項 へ の 適合性 を評価す る機 関

に つ い て 適格 性 を審査 し、登録す るための 手続

きを指針 ある い は規格 として制 定 して い る 。 す

なわ ち適合性 を評価す る認 証機関 、 そ れ らを認

定す るた め の 審査機 関やそ れ ら業務 を担 当す る

専門家の 資格 要件 、 さらには それ ら人材 の 教育

を行 う機 関の 資格要 件な どが決 め られ て い る。

こ れ らの 審査 登録 の ため の 認 定業務の 同 等 ・公

平 な運用 を図 るた め 、認 定に 関 わ る機 関 をメ ン

バ ー
とす る国際認定 フ ォ

ー
ラ ム （工AF ；加 盟 国

36
、 加盟機 関 39） も 1993年 に 発足 し て い る。

  　試験所認 定

　 前記 の よ うな適合性 の 審査 に は、 さま ざまな

試 験、測定が必 要 となるが 、それ らの 同等性 を

担保する ため に は、試験機 関，校正 機関 の 能力

が 均
一

で なければな らない
。 そ の た め にオ

ー
ス

トラ リア は戦後い ち早 く国家認定協会 （NATA）

を 1947 年に発足 させ 、米 国で も国家任意試験所

認 定プ ロ グラ ム （NVLAP）が設 立 され た 。 これ ら

各 国の 動きを反 映 して ISO で は試験所 の満たす

べ き基準 と試験所の 能力 を認定す る機 関が充 た

す べ き基 準に つ い て の 指針 （ガイ ド25、58）を

用意 した が 、 その 制定の 直接 の き っ か けは 1977

年 に 開催 され た 第 1 回 試 験 所 認 定国 際会議

（ILAC）で あ っ た。そ の 後 、 こ の 会議は回 を重

ね て 試験 結果 の 相互認 証 の た め の 規約作 りを検

討 して きたが 、 試験所認定の 国際的な統
一

へ の

趨勢 に応 えて 1996 年 に国際試験所認定協力機

構 （ILAC） と して 恒久的な組織 に生 まれ変わ り

（41 国 49機関が加盟 ）、2000 年 11 月 に は試験

所 の 適格性 を認 め合 うた め の 相互 承認取 り決め

を 28 国 37 機 関が署名 した。表 5 に は 、
マ ネー

ジ メ ン トシ ス テ ム 規格 と、試験所認 定関係機構

の 発展 の 年代記 を、後述す る計量 の トレ
ー

サ ビ

リテ ィ シ ス テ ム の 確立 へ の 背景 として ま とめた。

3 ． 3 ． 2　相互承認取 り決 め署 名へ の 道

　上記 の よ うな試験所 （試験 に は 当然測定 、分

析 も含まれ る） の 認定制度が 国際的な広 が りで

確 立 し 、 さらに検査機 関 と標準物 質製造者 の 認

定に つ い て の 国際的な取 り決 め も整備 され る に

及 ん で 、 測 定 、 試験、分析の 基礎 となる各 国の

計量標準 とそれ に基づ く測定 ・分析機器 の校正

の 同等性 を保証す る制度の 確立 が 、 認定 ・認 証

に 関係す る国際機関す べ て か ら求 め られ た の は

必 然 で あっ た。国際度量衡 委員会 （CIPM ；以下

委員会 と略称） はそれ まで は世 界 的な トレ
ー

サ

ビ リテ ィ を確立 するた め の 役 目 と して 、 各 国標

準研 究所の 1 次標準 の整合性 を技術的 に確保す

る こ と で 十分 と考え て い た。事実、1993 年 にな

っ て ISO9000シ リーズ の 品質保証 シ ス テ ム の 校
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正 試験所 へ の 適用 の 問題 が EUROMET（欧州 計量

研 究所会議） で 議論 された こ とか ら、 委員会は

同年 の 会合 で こ の 問題 を始め て 議論 し、 翌 1994

年 の 委員会で 、そ の 翌年 に予定 されて い た第 20

回総会 に提案す る国際的な トレーサ ビ リテ ィ体

系の 確立に つ い て の決議案をま とめた の で ある

が 、その 内容 は、「世界的な トレ
ー

サブ リテ ィ確

立 へ 向けて 各国計量研究所が 国際比較 を実施 し、

か っ 委員会が主催す る国際比較 と関係付 ける と

ともに 、 地域計量組織 （後述）が主催する国際

比 較結果 を含め て 世界的な トレ
ー

サ ビ リテ ィ の

確 立 を図るこ とを勧告す る」 とい う内容 に留ま

っ て い た 。

　 この決議案は可 決 され 、 それ を受けて委員会

は 国家計量標 準 の 同等性 に関する作業部会を設

置 したが 、 当時 の 委員会 の 感覚は 、 傘下 の 各諮

問委員会が実施 して い る 国際比較が トレ
ー

サ ビ

リテ ィ の 基礎 と して利用 され る べ きで あ り、関

係機 関が その 結果 を活用 して 欲 しい とい う受身

の 姿勢 で あっ た 。 その た め Quinn局長は 1996 年

1 月 に ILAC の 関係者を招 き、国際比 較結果 の 活

用 を要請 し、了解 を取 り付 けた。ちょ うど前年

の 総会終了後の 委員会会合で 、筆者 は委員会の

副委員長 に選 出され て い たの で 、1996年の 2月

か ら年 3 回 の 国際度 量 衡委 員会事 務局会合

（Bureau　Meeting）に 出席す るこ とに な っ た 。

初 め て 出席 した事務局会合 は 、 総会の 後始末が

主た る議題 で あ り、こ の とき委員会は 「計量の

長期的 ニ ーズ と BIPM の 役割の 調査 i と 「国際法

定計量機構 （OIML）との 合併問題 の 提案の 検討」

（後述） とい う二 っ の 大きな課題 を抱 え て い た

ため、標準の 同等性の 問題 へ の 取 り組み はや や

後回 しに して い た 。 Quinn局長は ILACとの 対話

の 結果 、 （1）CIPM の 諮問委員会 の 国際比 較 （こ

の 頃すで に電気諮問委員 会で は基幹 比 較 〔key

comparison 〕 の 選定が 始ま っ て い た） に参加 し

て い ない 国 を含 め、世界全体 の 標準の 同等性 を

どうや っ て 確保す るか 、 （2）諮 問委員会の 比 較

が行 われ て い ない （が 、 しば しば地 域組 織で は

先行 して 比 較が行われ て い る）標準の 同等性 を

ど う確保するか と い う問題 を提起 した 簡潔な文

書を用意 し、関係者に回送 した が 、具体的な方

策に つ い て は触れ なか っ た 。 しか し周辺の 国際

情勢 は国際度量衡委員会が象牙 の 塔 に安住す る

こ とを許 さなか っ た
。

　その 年、すなわち 1996 年 の 5 月下旬 に英国国

立物理 研究所 （NPL）で開催 され た EUROMETの 会

議で 、 地 域の 計量 組織が他の 地 域 との 間で 国際

表 5 マ ネージ メ ン トシ ス テ ム 、認 定関係機構お よび トレ
ーサ ビ リテ ィ確立 の 年代記

西暦年
マ ネージメ ン ト・シ ス

テ ム の 発展

適 合 性 ・認 定 に 関わ る機

関 ・規格

トレーサ ビ リテ ィ に 関する活動

1975 ISO ガイ ド25 制定

1977 ILAC第 1回会議

1979ISO ／TCI76 （品 質）発足

1985 ISO／CASCO 発足

1987ISO9000 シ リーズ 制定

1990 CIPM化学測定 WG発足

1993ISO ／TC207（環境）発足 IAF発足 不確か さ指針発行

1994ISO9000 シ リ
ーズ 改定

1995 WTO 発足
CGPM 標準同等性決議 ；CCQM 第 1

回会合

1996ISO14001 制定 ILAC 法人 化

1997 第 1 回所長会議

1998 MRA 仮署名

1999 ISO17025 制定 MRA 正 式発足
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比 較を行 うべ き で あ る と い う提案が 出された。

こ の 提案は在席した BIPM の Quinn局長は じめ他

の メ ン バ ーの 反対 で否決 され たが、代わ りに そ

の よ うな役割 は BIPM こ そ が担 うべ き とい う結

論 とな り 、 標準 の 同等性 問題 は
一

挙 に BIPM の 、

そ して 委員会の 緊急課題 と な っ た 。その 後 の

Quinn局長 の 行動は素早 か っ た。グ ロ
ーバ ル な

相互 承認 協定 の 締結に つ い て 国際度量 衡局が手

を こま ぬ い て い る こ とは そ の 死 を意味す るこ と

を、彼が誰 よ りも強 く感 じて い たため と思われ

る 。す なわ ち、同年 6 月 の 事務局 会合 で の 検討

をもとに、Quinn 局長 は基幹比 較 の 早 急 な拡大

を提案す る 7 月 12 日付 け の 文 書を用意し、関係

者に配布 した 。 同年 9 月の CIPM で の討議 を経て

10 月 1 日付 けで その 改訂版 が用意 されたが 、そ

の 骨子 は諮問委員会 が基幹比 較を拡大す る とと

もに、同等性 の 評価 をも担 うとい う点にあ っ た。

こ の 案 は APMP，　EUROMET，　NORMAMET の会合 で検討

され大方 の 賛 同 を得た もの の
、 まだ ト レーサ ビ

リテ ィ体制の 具体的な枠組み を提案す る もの で

はな か っ た 。

　計量標準 の 同等性確保 の た め の 新た な協定が

検討 され た の は 、こ の年 の 委員会直後の 10月 1

日 に 、
マ ニ ラ で 開催 され た ア ジア 太 平洋計量計

画 （APMP）の 第 12 回総会 の 際で あ っ た 。 こ の 会

議 に 出席 し た Quinn局長 は 、　 APMP が独 自に 計量

標 準 と校正 の 相互 承認協定 （MRA）の案文 を検討

して い る こ とに衝撃 を受 け、直ち に EUROMET
，

NORMAMETの メ ン バ ー
とも相談 した うえで 、 計量

標 準 の 同等性 だ けで な く校正 成績書 の 同 等性 も

含めた協定案を 1997 年 2 月 6 日付 けで案文 化 し

た 。 こ の 文 書は 1997 年 2 月 17− 18 日 に 開催さ

れ た初 め て の 計量研 究 所長会議 に 、「計量 の 長

期的 ニ
ーズ 」 の 文 書 と ともに諮 られ （写真 7 は

案文 を説 明す る Quinn 局長）、 そ の 場で の 意見を

考慮 して 4 月 2 日付け の 改訂 版が作 られ 、 各国

計量研究所長 に コ メ ン トを求 めた 。 そ の 結果 を

勘案 した改定案 は翌 1998 年 2 月 23− 25 日の 第

2 回計量研究所長会議で さらに修正 され た上 、2

月 25 日版 と して 合意 され 、36 国の 代表 に よ り

仮署名 されて 現在 の相 互承認取 り決 め文書 の 骨

格 が 出来上が っ た。こ の 会議 で は 、 協定の 実施

の た めに国際度量衡局長を議長 とする国際度量

衡局 （BIPM）・地域計量組織 （RMO）合 同委員会

（JCRB）を設置す る こ とも合 意 され 、 第 1 回 の

会合が 同時 に開催 され た。

　そ の 後 、 同年 5A18 日付 け の 改訂版が各国研

究所 に配布 され 、1999 年の 第 21 回総会の 場で

協定 を正 式に成立 させ る こ とを 目標 に 、仮署名

を拒否 した米国等 との 折衝 を 、 各 地域の 計量 組

織 の 総会や多 く の 関係者が 集ま る学会 の 機会 な

どを利用 して 進 め、条文 の 妥協点 を探 っ た 。そ

れ らの 詳細 を こ こ で 述 べ る余裕 はない が、主な

論点 をま とめれ ば、

（1）こ の 協定は誰 の 権限で 締結 し、そ の 効力 （拘

　束力）が どこ まで 及 ぶ の か
、

（2） ISO9000 シ リーズ との 関係、 とくに 1 次標

　準を維持する 国立計量研究所が ISO の 品 質シ

　ス テ ム へ の 適合性 を求め られ るか ど うか ？

（3）もしそ れ が 必要な ら適合性 を誰 が、どの よ

　 うに チ ェ ッ クす るの か ？

な どで あ っ た 。 こ れ らの 論 点 を め ぐ る 折衝 の 途

上 で 、真の 理 由 は不明で あ るが米 国国立標 準技

術研 究所 （NIST）の 主 張が 二 転三転 し て 、 委員

会事務局 として は正直 の とこ ろ 「振 り回 され た」

との 感を抱 か ざる を得な か っ た。米国 の 身勝手

性 協定案を説 明す る Quinn　 BIPM 局長

（1997年 2 月）
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な面を非難する こ ともで きたが 、 底流 に は欧州

との 主導権争い が あ っ た と思われ 、ま た米国内

の 関係者 の 間で 意見の 不統
一

が あ っ た こ とも事

実 と思われ る。 しか し 「国益第 1」 は どの 国で

も同 じで あ り 、 筆者 とし て は多くの 関係者がそ

れぞれ の 立場で 取 り決め の 内容 を検討 した結果

で はな か っ た か と思 っ て い る 。 結局、最後の 土

壇 場 で 米 国 の 主 張 どお りに 、 当 初 「協 定

（Agreement）」として考 えて い た もの が、「取 り

決 め （Arrangement）」 とな り 、 また付属書の 一

つ で あ っ た基幹比較 の 指針 が本体か ら取 り外 さ

れ たが 、第 21 回 総会会期 中の 1999 年 10 月 14

日に、39 国 と 2 国際機 関の 署名 によ り、こ の 取

り決 めが正式 に発効 した （現在の 署名国 ・地域

は 50 に達 して い る 。 写真 8 は 日本を代表 して署

名す る今井秀孝元計量研所長）。

　取 り決め の 内容は表 6 に示 すよ うに本文 と技

術的補遺お よび 付属書か らな っ て お り、諮問委

員会 が実施す る基幹比 較 と、地 域計量 組織が 実

施す る基幹比 較 あるい は補足比 較を結び 付 けて

各研究所の 標準 ある い は校正 結果の 差 と不確か

さに よ り同等性 を呈示 す る こ と に な っ て い る 。

なお加盟国には第 21 回総会 で 認め られ るよ う

に な っ た協力国ある い は地域 （Asssociates）も

含まれ 、 付属 書 B の基幹比較等の 結果 と 、 付属

書 C の 承認 され た校正証明書 とそ の 不確か さに

つ い て は 日々 新 たな登録が加 え られ て改訂 追補

写 真 8 相互 承認 の 決め に署名する今井元計量

　　　　研 究所長 （1999年 10 月第 21 回 国際度

　　　　量衡総会会期 中）

されて い る。それ らの 現況は BIPM の ホ
ーム ペ ー

ジで 見 る こ とがで きる （http：／／wvvw ．　bipm．　fr）。

また取 り決 め の 詳 しい 内容 に つ い て は 、 解説 1）

を参照 された い
。

3 ． 4 　関連 国際組織 との 協カ

　 メ
ー トル 条約 に基づ く活動 は、他の 多 くの 国

際組織 と密接に 関連 して い るが、過去約 15年の

間にそれ らとの 協力関係 に も変化が あ っ た 。 そ

こで 以 下 で は それ らの うち主 な もの を紹介す る 。

3 ． 4 ． 1　 地域計量組織 （RMO）

　全世界 の 国家 200 弱の うち メ
ー

トル 条約の 加

盟国は 51 で しか なく、現在 の メー トル 条約加 盟

国だ けで 、世界的 な トレーサ ビ リテ ィ を確保す

る こ とは 不 可能で ある 。 また近隣 国間の 協力 に

は経済的な利点 もある 。 そ の ため各地域 ご とに、

非加盟 国 も含め た地域計量組織 を設 立す る動 き

が かね て か ら始ま っ て い る 。 と くに欧州 で は 先

進 国間の 協力 と役割分担の 意味もあ っ た と考 え

られ る 。 それぞれ の 地域組織 は以 下の とお りで

あ る （以下 の括弧 内の 数字は，2001 年現在の 加

盟国数 ＋ 準加盟国数を示す）。

  ア ジ ア 太平洋地域 ： ア ジ ア 太平洋計量計 画

　 （APMP　；17＋3）、

  　西 欧 地域 ： 欧州計量 協力機構 （EUROMET ；

　25＋ 17）、

表 6　国家計量標 準 と国立 計量研 究所 の 校正 ・

　　　測定証明書 の 相互承認取 り決 め （MRA）の

　　　構成

本文 前文 と 15条

技術的補遺 10 項

付録 A 加盟 国立計 量研究所 とそ の ロ ゴ

付録 B 基幹比 較と補足 比 較結果

付録 C 参加 研究所 の 校正 ・測定能力 （校

正 ・測定成績書の 不確 か さ）

付 録 D 基幹比 較の リ ス ト

付録 EJCRB の 任務

注 ： 図表 の 中で は付属書 の こ と を付録 と記 して

い る。

計 量 史 研 究 25 匚27］2003
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  　ア メ リカ 大 陸 ： 汎 ア メ リカ 計量 シ ス テ ム

　 （SIM）： 以下の 地域組織 の集合体で ある。

　　 NORAMET （北ア メ リカ、4）、

　　CARIMET （カ リブ海地域、14）、

　　CAMET （中央ア メ リカ 、 7）、

　　 ANDIMET （北 ラテ ン ア メ リカ、5）、

　　SURAMET （南ラテ ン ア メ リカ 、
5）、

  　東欧 地域 ： 欧 亜国立 計量研 究所協力 機構

　 （COOMET；12＋1）、

  中近東 ・北 ア フ リカ地域 1 中東 ・北ア フ リ

　カ計量協力機構 （MENAMET ；6、 現在休止 中）、

  　南ア フ リカ地 域 ： 南ア フ リカ計量 ト レ
ー

サ

　 ビ リテ ィ 開発 協力機構 （SADCMET ； 12）。

　 こ れ らの 6 組織 はそれ ぞれの 地域内で 、計量

標準や測定 ・分析の 相互 比較 を行 っ て きて お り、

量別 の 技術委員会 も有 して い る。前項 で述 べ た

とお り、グ ロ ーバ ル な相互 承 認 取 り決 め の 締 結

に伴 っ て 、
こ れ らの 地域組 織が 実施する相互 比

較結果は諮 問委員会が実施す る基 幹比 較 の 結果

と結び付 け られ る こ とに な り、地域 ごとの 比 較

の 重要性 が著 し く高ま っ て い る 。 相互 承認取 り

決め に よ り各国計量研 究所が 発行す る校正 ・測

定成績書の 同等性 を承認するた め の 手続 き は、

図 2 の とお りで あ る。あ る地域 内の相 互比 較結

果 を基に 、参加研究所が 申請 した校正 ・測定能

力 （CMC）は 、 他 の 地 域の 代表 の 評価 を経て 、す

で に述 べ た JCRBで 承認 されれ ば、校正 ・測定成

績書の 同等性 と して相互承認 取 り決 め の 付属書

C に正 式 に登録 され、データベ ー
ス に加 え られ

る。 こ の よ うに多種多量の CMC デー
タ の取 り扱

い は地 域計量組織に よ り支え られて お り、その

重 要性 は増大 しつ つ ある。

　なお 、相互 承認取 り決 め （MRA）の 付属書の デ

ータベ ー
ス は、発 足当初に は米国 N　IST と BIPM

の 両方 で維持 され て い た が、現在は後者に統
一

され て い る 。 こ の デー
タベ ー

ス へ の 登録 手続 き

の 基本 は取 り決 め の 技術的補遺 に、詳細 は別 に

定め る基幹比 較 の 指針な どに規定 され て い る 。

付属書 B は基幹比較結果 か ら参加研究所 の 1 次

標 準の 同等性の 程度 を示 し 、 付 属書 C は成績書

の 不確か さに よ り国際的に認知 され た校正 能力

を示 す 。 しか し現在の と こ ろ 、 わ が 国は基本的

な量 に つ い て最高水準に あ るもの の 、付属書 C

に 関 して は 限 られ た 量 の 登 録 しか され て お らず、
一

次標準の 精度が低い 国の 登 録の 方 が多 い とい

う矛盾 を抱 え て い る 。

3 ． 4 ． 2 　 国際法定計量機関 （01ML）

　計量 に関す る強制法規 に関 わ る諸 問題 の 国際

的な調整の ため 1955 年 に締結 され た国際法定

国　立　計　量　研 　究　所　　（測 1）

聯 辮 騨 匕・ 　　 校 ・ 慌 勧
。 曼篳。

校

瀦 鮮
の

諮 　問　委 　員 　会 （CC）

地域計量機関 （RMO）
国 際度 量衡 局 （BIPM ）

地 　域 　計 　量 　機　関

　　　　（RMOs ）

結果 提出

諮　問　委　員　会 （CC）
　 　 　 　 JCRB

地域計量機 関 ・国際度量衡局

　　　　合同委員会蝋

同等性
　　 締 　 承 認 され た

校正 ・
測 定能力

相互 承 認 取 り決 め （MRA） 付録 B　　　　　　　 相互 承認取決め （MRA）付録 C

　　　　　　　　　　　　基幹比 較デー
タ ベ ース

図 2　相互 承認取決 め の 枠組み （同等性 の 承認 手続 き）
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計量機関 を設立 する条約 （OIML 条約）には 、 現

在 57 国が加盟 し、ほ か に 準加盟国が 57 あ る。

計量を専 門とす る組織 として メー トル 条約 と最

も密接な関係 を持 つ べ き組織で はあるが 、BIPM

あ る い は CIPM との 日常的 な協力関係 は 、 1995

年まで は意外な ほ ど希薄で あ っ た 。 すなわ ち 「基

本計量用語」 と、「不確かさの 表現の 指針」 の 作

成の た め の 7 組織合同委員会で の 協力 と、 質量

関連量諮問委員会へ の 参加 が主な もの で あ っ た 。

しか し第 20 回総会 を前に した メ
ー

トル 条約 と

の 統合問題 を契機 に、現在 は定期協議 な どを通

じて 以前 よ りは密接な協力 関係 にある 。

　以下で は 、 すで に歴史的な事件とな りっ っ あ

る メー トル 条約 と OIML 条約 の 統合問題 の 経緯

を こ の 機会に紹介 してお きた い 。

　BIPM の Quinn局長は 1995年 3 月 に突然フ ラ

ン ス 外務省 か ら二 つ の 条約 の 統合の 可能性 に つ

い て 口 頭 で問い 合わせを受け、早速 OIML 事務局

とも連絡 を と りなが ら検 討 を進 め る と ともに

CIPM 委員 にも検討 を依頼 した。外交文書による

正 式な検討依頼 は 6 月にな っ て フ ラ ン ス 外務省

か らメ ン バ ー
国 の 在パ リ大使館 に伝 えられ た 。

そ の 背景は 、 国際組織の 分担金負担の 軽減を図

りたい 米国政府が、統合 の 可能性 を非公 式 に フ

ラ ン ス 外 務省 に打診 した た め と され て い る 。

CIPM委員 へ の 正 式検討依頼 は 7 月 17 日付 け の

Quinn局長 書簡 、
　OIML 委員へ 依頼は 7 月 19 日付

けの Athane 局長書簡 で あ っ た 。
　 CIPM 事務局の

見解は、統合するな ら メ
ー

トル 条約 を残 し、OIML

の 勧告作成を担 当す る委員会 を CIPM の 下に設

置す る とい うもの で あっ た。各国の 意見は か な

り分散 したが 、 委員会は概ね事務局 の 見解を支

持 し 、 と りあえず迫 っ て い る第 20 回総会には 、

こ の 問題 を検討す るため の
、 OIML との 合同作業

部会の 設置を勧告する決議案を提案する こ と と

した。

　 こ の 提案は 同年 10 月 に開催 された第 20 回総

会で承認 され 、CIPM と OIML それぞれか ら数名

つ つ を委員 とす る合 同作 業部会 が 発 足 し た。

CIPM 側 は委員長、副委員長、幹事お よび 局長か

らなる委員会事務局の 5 名 、
OIML 側は委員長 、

副委員長、局長等か らなる運営委員会の 5 名で

ある。第 1 回の 作 業部会は 1996 年 2 月に BIPM

で開催 され、筆者も CIPM 副委員長 と して 出席 し

た 。 双方 とも長期的な視点が 重要 との 認 識 に立

っ て い た が 、 統合に つ い て の論調 は CIPM側 が消

極的で あ っ たの に対 して 、OIML 側 はやや積極的

で あっ た 。
CIPM 側 か らは折 りし も検討 を開始 し

た 「長期的な計量 の ニ
ーズ」 の 作業 を紹介 して

検討を求め 、 また OIML側 の提案に 沿 っ て、両組

織 の シ ナ ジー効果 を発揮で きる事例 を探索す る

こ とを合意 した 。

　続 く第 2 回 の 合同 作業部会は 1996 年 9 月 の

第 85 回国際度量衡委員会直後に OIML 事務局 で

開催 され たが 、 こ の とき委員会で は 、
「2条約の

活動 に重複はない の で統合はせ ず、ILAC も含め

た 3 機関の 協力関係 の 強化 を図 るべ き」 との 結

論 をま とめて お り、これを OIML 側 に伝 えた。

OIML 側 もこ の 結論 に 沿い 、そ の 後 はむ しろ 両者

が協力 で きる案件 を探索す る方 向で議論が進 め

られ た 。 唯一の 具体的な合意事項 は次回か らの

作業部会に ILAC代表を招き 、 合同部会を 3者協

議 の 場 とする こ とで あ っ た 。

　こ うして 第 3 回 の 作業部会は ILAC の 議長 、副

議長 を加 えて 1997年 2 月に再び BIPM で 開催 さ

れた 。 こ の 会議で は、OIML 側か ら、前委員長の

Birkeland 氏が ま とめた将来計画 が紹介 された

が 、こ の 文書は CIPM の 幹事 Blevin 氏がま とめ

っ っ あ っ た 「計量に 関す る長期的 ニ
ーズ」 の 草

稿 と重複す る部分が多 く、CIPM 側 で は あま り評

価 され なか っ た 。 またこ の ころ よ り、両条約 局

長の協力 関係に か げ りが見 え 、 た とえ ば 、 OIML

事務局を BIPM の 中に置 くとい う当初 の 前 向き

の 案 も BIPM が 明確 に拒否 し て し ま っ た。続 く

1998 年 2 月の 第 4 回会合 で は、CIPM 側 か ら直前

の 計量研究所所長会議 で仮署名 が済んだばか り

の相互 承認 協定案 を説 明 し、OIML
，
　 ILAC側 に

一

石 を投 じた形 に なっ た。協力案件 に つ い て は い

くっ か の 案 が話 し合われ た だ け で 終わ り、同年

秋 に共催 を予定 した途 上国 の た め の 計 量セ ミナ
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一だ けが 当面の 案件 とし て 承認 され た。 こ うし

て 1999年 10月 に開催 された第 21回 国際度量衡

総会で は 、
OIML との 統合問題 に つ い て 、

「将来

の 可 能性 は否定 しない が、現在は統合せ ずに 協

力関係を密接にす る」 とい う CIPM の 当面の 結

論が 報告 され （翌年 の OIML 総会で も報告 され

た）、以後 、 合同会議として （2000年 よ り毎年 2

月 開催）協力 可能案件 の 協議 が続い て い る。

3 ． 4 ． 3　 国際試験所認定協力機構 （1しAC）

　 こ の 組織 と CIPM との 関係 が密接 にな っ た の

は 前述 の よ うに 1995 年の 総会以降の こ と で あ

る。 その 後 ILAC は前記の よ うに 1997年 か らOIML

との 合同作業部会に参加 してお り、そ の 場 で の

対話か ら CIPM は相互 承認 取 り決 め の 運用 の た

めに
一層 の 協力関係 が必 要 との 認識 に 立 っ て 、

2 者 間で 覚書 を交換す る こ とを ILAC側 に提 案

し、最終的に は 2002年 に合意され た 。

3 ． 4 ． 4　 国際標準化機構 （lSO）・国際 電気

　　　　 　　標 準会議 （IEC）

　 ISO，　 IEC とはか つ て OIML も含 め た 4 者 で 計

量の 基本用語 を出版 した こ とが あ っ た が 、その

後 は後述の IFCC，　 IUPAP，　 IUPAC も加 えた 7 団体

に よ り 、
ISO の TAG4 の 下 で 用 語 と不 確か さの 表

し方 の 指針 が編纂 された。現在 これ ら 7 団体 は

計 量に関す る指針合 同委員会 （JCGM）を構成 し

て お り、そ の 下に 二 つ の 作業部会 （WG）を置 い

て 前記文書の 改訂作業 を行 っ て い る 。 す な わ ち

WGI （計量
一

般用語〉 と WG2 』
（不確 か さの 表わ し

方）で あ る 。

　 そ れ 以外 で は ISO／TC12 が 単位 諮 問委 員会

（CCU） の メ ン バ ー として SI に関 して 密接 な協

力 関係 にある。また標準物質 に つ い て の 指針 を

編纂 して きた 委員会 ISOfREMCO （標 準物質委員

会）は 1998年か ら物 質量諮 問委員会 （CCQM＞の

正 式 メ ン バ ー
とな っ て い る 。 さ らに最近 に な っ

て、国際的な認 証 制度 が CIPM に と っ て も大 きな

関心 事で あ り、か っ ISO17025 （試 験 所お よび 校

正機 関の 能力 に 関す る
一

般要求事項）な ど、試

験所 の 適合性や認定 に関わ る国際規格 を考慮す

る必 要が 生 じ て い るた め、適合性 に つ い て の ル

ール 作 りを担 当す る ISO／CASCO （適合性評価委

員会〉 との 接触 が必 要 とな っ て きた 。 委員会事

務局 では 正式 な協力関係が 必 要 と考え た た め
、

ISO に 申し入れ て 、現在はその オ ブ ザーバ ー
メ

ン バ ーとな っ て い る。

3 ． 4 ． 5　世界気象機関 （躙 0）

　国際度量衡総会は環壇分野等で SI 以 外 の 単

位が 使用 されて い る実態が ある こ とか ら、
1995

年 と 1999 年の 2 回の 総会で SI の 使用 の 促進 を

決議 した 。 また BIPMで の 化学標準の 最初の 仕事

と して 、 オ ゾ ン 濃度を取 り上 げた こ ともあ っ て 、

WMO と の 協力を密 にす るた め の 覚書 を検討 し、

2002 年 には両 組織の 承認 が済ん で い る 。

3 ， 4 ． 6　 国際臨床化学連合 （IFCC）

　 IFCCはかね て か ら計量の 指針編纂 で協力関係

にあ っ たが 、CCQM の 仕事が発展 し、1999 年の 第

21 回 総会 で 、バ イ オ テ ク ノ ロ ジー
の 分野 の トレ

ーサ ビ リテ ィ まで も活動範 囲に含 める こ とに な

っ たため、医学 分野 との さらなる協力 が不 可避

とな っ た。こ の 組織 との 覚書 の締 結を考慮 した

こ と もあっ たが
、
2000 年か ら CCQM の 正 式 メ ン

バ ーとな っ て お り、そ の 傘下 の 作業部会 か ら派

生 した臨床化 学 ト レ ー
サ ビ リテ ィ 合同委員 会

（JCTLM）の 主要 メ ン バ ー
に もな っ て い る。

3 ． 4 ． 7　 世界保健機関 （WHO）

　 医薬分野 の ト レ ーサ ビ リテ ィ は WHO の 研究所

の 協力な しには 考え られ ない 。2001 年 の 初 めこ

ろに ロ ン ドン にある WHO の研 究所 に Wallard 次

期局長が初 めて接触 し 、
CCQM へ の 参加 を要 請 し

た。そ の 後協力関係が進展 し、2002 年 10 月 に

は覚書が締結 され た。前記 の JCTLMで も WHO 代

表 は有カメ ン バ ー とな っ て い る 。

3 　 4 ． 8　 その 他の国際組織

　国際天 文 連合 （IAU）は 時 間標準，相対 論の 効
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果 の 検討 な どで 、国際測地学地球物理 学連合

（IUGG）は 重力 の 絶 対測定 で 、国際計測連 合

（工MEKO）は計量標準全般 と途上国協力で 、国際

純粋 ・応用物理学／化学連合 （IUPAP／IUPAC） は

SI と単位の 定義で 、後者は さらに CCQM の 発足

以来の メン バ ーと して 、それぞ れ CIPM （実際は

主に諮 問委員会）ある い は BIPM と密接 な協力関

係 を保 っ て い る 。 また最近に なっ て、食 品安全

性の 分野の トレーサ ビ リテ ィ を取 り込 む た め 、

wrlOと国連食糧農業機 関 （FAO）の Codex 共同委

員会 とも協力関係 の構築が検討 されて い る。

3 ． 5　国際度量衡組織の変革

　前述 の とお り国際度量 衡委員会 （CIPM）の 委

員数は条約 に よ り 18名 に 限られ て い るが 、

一方

で 、加 盟国は現在 50 を数え、こ の うち活 動的な

計量研究所 を持 ち、グ ロ ーバ ル な活動 をする国

が増 えたため 、委員の 席 を維持す るた め各国は

必死 で ある。CIPM 委員 は計量 の 専門家で あ っ て 、

必 ず しも国を代表 して発言す る こ とが求 め られ

るわ けで は ない が 、実際 に は 委員 を出 し て い た

方 がす べ て の 点で 有利 で ある。その た め委員の

定数 と選出方法 の 妥当性 の 検討 が過去に何度か

提案 され て きた 。 そ の 度 ご とに委員会は 条約 の

効 率的な運 営に は現在の 定数が適当で あ り 、 選

出国 の 分布 も妥当で ある と主張 して きた 。 表 7

はそ の 根拠 と して 1999 年の 状況 に つ い て局 長

が提 出 した 地域別 の 分担金 と委員数の 表の
一

部

で あ る。

　 たまた ま 1990 年代にお けるメー トル 条約 の

活 動の 大きな変化 と し て 、グ ロ
ーバ ル な トレ

ー

サ ビ リテ ィ の確立 とい う課題が ハ イ ライ トとな

り 、 条約加 盟国以 外 まで その ネ ッ トワ
ークを広

げる必要が 生 じた こ とか ら 、 非加盟 国は地域計

量組織 に任せ ると して も 、 加 盟 国に つ い て は そ

の す べ て の 計量標 準関係機関 と常に密接な連携

と協力 を図 る必要が 生 じて きた。その た め に は

4 年 ごとの 総会 と限 られた国か らの 委員会 だけ

で は不十分で あ り、BIPMと各国計量研究所 を直

接結ぶ 機会が必要 との 認識に 達 し 、 CIPM 事務局

は計量研究所長会議 を開催す る こ とを提案 した 。

前述 の よ うに計量 の 長期的 ニ
ーズ 報告 書 と相 互

承認協定の 可能性 の 検討 とい う二 つ の 大きなテ

ーマ が あ っ た た め 、1997 年 2 月 に BIPMで 開催

され た第 1 回 の 会合 は成功裡に終了 し、その 後

の所長会議 が定例化す る基礎 とな っ た。

　
一方 、 相互 承 認協定の 中身 の 議論の 過程 で 、

メ
ー

トル 条約非加盟 国の 扱 い が 問題 とな り、こ

の 協定 をそれ ら の 国に対 して も 開 くべ き とい う

現実的な配 慮か ら、加盟 に よる分担金 を低く抑

えた 準加 盟 国制度の 導入が検討 された 。 結果的

に は、「協力メ ン バ ー
」とい う制度な らば条約の

改正 な し で 導入 が 可能 と い うフ ラン ス 外務省の

見解 を受 けて 、最低分担金が 総額 の O．5％で よ く、

総会 に もオブ ザーバ ー参加 が認 め られ、か つ 相

互 承認 取 り決めに参加で き る とい う条件の 制度

が 1999 年 の 第 21 回総会で 提案され 可 決 され た 。

2003 年 7 月 現在 で は 11 の 国または 地域が協力

メ ン バ ー
に加盟 して お り 、 そ の 大部分が 相互 承

認取 り決 めに署名 して い る。

こ うして 1875 年 に締結 された メー トル 条約 は 、

こ こ 10 年 の 間に活動範囲か らも、また参加 国 ・

地域 の 広 が りの 点で も格段 に 発展す る こ とに な

っ た。

表 7　 CIPM 委員 の 分布 （1999年 3 月現在 ；欠員 1名）

地 域計量組織 加 盟 国数 分担金 の割合 （％） 委員数 委員数の 割合 （％）

EUROMET 19 54 7 39

COOMET 3 3．2 1 6
SIM 8 20 3 18

APMP 10 18 5 28

SADCMET 1 0．6 0 0

MENAMET 3 1．7 1 6
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4 ，国際度量衡局 （BiPM）の現状 とその 役割

　 2 ．で述 べ たよ うに 、 メ
ー

トル 条約 に よる組

織 は 、最高の 意思決 定機 関で ある国際度量衡総

会 （CGPM） と、そ こ か ら選出 され た国際度量衡

委員会 （CIPM）、こ の 委員会か ら諮問 され る技術

問題 を検討す る諮 問委員会 （CC）か ら成 っ て い

る。こ の 組織の なか で 、 国際度量衡局 （BIPM）

は 、

一
言 で い えば、CIPM の 監督下 に ある事務局

か つ 研 究所 とい うこ とに なる 。
BIPM は パ リ市外

の サ ン ク ル ー
公 園 の

一
角 に あ り 、本 館 の

Pavillon　 de　Breteuilとい う館 （前号写真 1 ）

は 、1672年に ル イ （Louis）14 世の 弟君が建 て 、

当時は 「サン ク ル ーの トリア ノ ン 」と呼 ばれ た 。

その あ とブ ル トイ ユ 公 爵 が一時住む が 、 そ れは

メ
ー

トル 条約 の 締結 よ り 200 年 も前の 話 で ある。

ちなみ に以 前 は トリア ノ ン そ の もの は壊 された

と言 われて い たが、1991 年 に調査 した と こ ろ、

それ が一
部そ の ま ま残 っ て い る とい うこ とが分

か っ た 。 そ の あ とナ ポ レ オ ン が ジ ョ セ フ ィ
ー

ヌ

の ために 、あ る い は狩猟の 休憩所 と し て 使 っ た

こ ともあ る。何度 か の 戦争 を経て、1870 年 に は

ナ ポ レ オ ン 三世 が こ こ を天 文台 にす る こ とに決

めた が 、3 か月後 に失脚 し 、 そ の 後の 普仏戦争

で破壊 され廃墟 とな っ た 。 1870年 に戦争が終わ

り ， そ の 廃墟 の まま で 1875 年に 国際度量衡局 と

して CIPM に 引き渡 され た 。 修復後の そ の 建 物で 、

1889 年 9 月 26 日 に第 1 回 の 国際度量衡総会が

開催 され 、メー トル 原器 とキ ロ グラ ム 原器 が公

式 に承認 されて 収納 され た 。 100年後の 1989年

の 同月同 日がたまた ま第 78 回の CIPM の 初 日に

あた り 、 委員長 の Kind 氏か らこ の 歴 史的な 日取

りの こ とが改め て 紹介され たこ とを思 い 出す、

　 BIPMの 年間予算総額は 4 年ごとに総会で 決 め

られ るが、最近 の 状況は表 8 の とお りで ある 。

そ の 費目別 の 内訳 を円グ ラフ で示す と図 3 の と

お りで 、
6 割弱が 人件費で ある 。 組 織 と人員は

BIPM 局長 の 裁量 で 決 め られ 、 総人数は フ ェ u ・一

や短期滞在者な ども居て 流動的で あ るが 、正 規

職員 で い えば表 9 に示 すよ うに こ の とこ ろ 70 人

余 りで推移 して い る （85 年以後 の 増加 は 、 3 ．

1 で述 べ た 国際報 時局 （BIH）業務 の 引 き取 りに

よ る もの で あ る）。

　全体 と して は か つ て に 比 べ る と技能職 が減少

し 、 研 究者が 増え て い る。なお現在は 2003 年秋

の 第 22 回 CGPM に向 けて 、化学 ・バ イ オ標準 関

連 部門 の 強化の ための 予 算 ・人員増 と 、 そ れ を

実現する た め の 思い 切 っ た テ
ー

マ の 整 理 の 提案

が 準備 され っ つ ある の で、将来を予 断 で きな い

が 、これ まで は長 さ、質量 とそ の 関連量 、時聞、

電気 、測光放射、電離 性放射線、そ れ に 2000 年

に新設 され た化学の 7 部門か らな り、そ れぞれ

の 部 門長 の 下に科学者た ち、それ をサポ ー トす

管理

施設費
也

俸給
43％

退職積立
　　 金
　　 13％
　　　　　　 社会保険　10％
　　　　　　　　 5％

図 3　国際度 量衡 局 の 年 間予 算の 費 目別 割 合

　　 　 （2001 年）

表 8　国際度量衡局 の 年間予算の 推移

西暦年 年間予 算

（100 万金 フ ラ ン ）

年間予算

（億 円 ；概算）

1985 13．14 6，0
1990 18．86 9．0
1995 24．45 8．3

2001 31．44 9．7

表 9　国際度量衡局 の 人員 の 推移

西 暦年
研 究者 ・

技術者
技能者

事務

部門
合計

1985 38 11 13 62
1995 44 10 18 72
2001 46 10 18 74
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る技 能者た ち 、 とい う構成で あ っ た 。 さらにサ

ポー ト部門 として工場 、 図書室が あ るが 、 2001

年に か つ て の 中性子実験棟を新た な工場兼会議

室棟に建替え た。写真は 旧 中性子棟の 取壊 し の

ための セ レ モ ニ
ー （2000 年 2 月 ，写真 9） と完

成後の状況 （2002年 6月 ，写真 10）を示 す 。

　こ こ で、職員 の 採用 と処遇 に つ い て 述べ て お

く。 まず採 用 と昇格 は
一

般職員 につ い て は局長

の 専管事項で ある が 、 部門長の 採用 と主任研 究

者へ の 昇格に つ い て は伝統的 に CIPM で承認 を

経て 決定 して い る。これ は局長補佐 の 選任が 条

約付則第 17 条によ り CIPM 委員 の 無記名投票に

よ る こ ととな っ て い る こ とを準用 したもの で あ

る 。 部門長 は もとよ り 、 研究員に つ い て も所内

に適任者が居な い 場合に は公 募 して い る 。 現在

の 俸給 （税込み）の 代表例で は 30歳か ら 55 歳

くらい まで 約 3500 ユ ーロ か ら約 7000 ユ ー ロ へ

直線的に昇給す るよ うで あるが 、これ は若い 時

期に は他の 国際機 関 より安 く、50 歳近 くに な っ

写真 9BIPM の旧 中性子 実験棟 の 取壊 し開始 を

　　　 記念す る Kovalevesky国際度量衡委員

　　　 会委員長 （2000年 2 月 ）

て や っ と上回 る仕組み で 、優秀 な研 究者 を確保

するた め には 改善の 余地 が ある と主張され て い

る 。

　局長 の 選 任 は CIPM が決 定す る 。 現局 長 の

QUinn氏が 2003年 3月で 定年 を迎 えるこ とか ら、

CIPM は 、 そ の 任期 を第 22 回総会後の 2003年 末

まで 延長する こ と 、 また直ちに後任者を公 募す

るこ とを 1999年の 第 21 回総会時の 会合 で決 め、

そ の 総会 の 場 で応募要領を発表 し た。 選 定に は

現局 長 を除 く CIPM 事務局 メ ン バ ーが推薦委 員

会 とな っ て複数の 候補者に絞 り、CIPMで それ ぞ

れ を検討 した上 で投票 に よ り選 ぶ こ と とな っ た 。

実際 には 16名の 応募 があ り、うち 8 名の 面接 を

2000 年 9 月 に行 っ た上 で 、
2 名 を翌月 の 第 89 回

CIPM に推薦 し、最終的に は無記名投票 に よ り当

時英国の NPLの副所長で あ っ た Andrew　Wallard

氏 が選 出され た 。 参考ま で に推薦委員会 が行 っ

た面接で の 共通質問事項 を表 10 に示 す 。 か つ て

はラテ ン 系 とア ン グ ロ サ クソ ン 系 の 争い な どと

言 われ た こ ともあ っ た が 、今回 は世界的な トレ

ーサ ビ リテ ィ の 確立 とい う課題 を負 っ て い る現

在 の BIPM にふ さわ し い 選出 で あ っ た と考えて

い る 。

　ち なみ に CIPM 委員 の 選考は ど の よ うに行 わ

れ る か とい うと、加 盟 国の 研究者で 諮問委員会

や 、その 他の 場 で の 活動状況 か ら、これ は と思

年 6 月）
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われ る候補者 を CIPM 事務局 が CIPM に推薦 し 、

投票に かけて 決定する 。 候補者は各国政府か ら

推薦 され る こ と もある 。 最近 で は事務局会合 で

随時将来の 候補者を検討 して お り、欠員 が生 じ

た ら、出身国 の 大き さ （分担金の 程度）、活動分

野、地理的分布 な どを勘案 して、委員会に推薦

す る候補を決 めて い る。

　 こ こ で BIPM の 業務 内容 につ い て触れ てお き

たい 。か っ て は条約加盟国の 標準器 （例 えばブ

ロ ッ クゲージや測地 用 基準尺 ）の 校正 業務を相

当程度行 っ て い たが 、 1980 年代か ら 90 年代 の

前 半まで は よ り高度の標 準の 開発や 国際比較業

務 が主流 とな っ て い た。研究者 に とっ て は良 き

時代で あ っ た 。 しか し第 21 回 CGPM （1999 年）

で相互 承 認取 り決 めが成立する前後 か らは、職

員 の 多 くが基幹比 較の 実施や整理 に追わ れ 、新

たな標準 の 開発 な どの 研究 に専念す るこ とが 困

難にな っ て きた。しか し BI躍 が生 きなが らえる

た め には 、これ らの 業務 が避 けて 通れない もの

で あるこ とを CIPM も承認 し、1998 年 2月 の CIPM

事 務 局 会 合 の 折 に 、職 員 全 員 を 集 め て

Kovalevsky 委員長か ら委員会 の 方針 を説 明 した

（写真 11 はそ の 折の 委員会事務局 メ ン バ ー
）。

年配の 職員ほ ど不満 があ っ た よ うに感 じ られ る

が
、

一方 で は 国際比 較 の 事務だ けに専念すれば

よい とい う極論もある の で 、現状は程 よ い バ ラ

ン ス を保 っ て い る とい うべ きで あ ろ う。

表 10 次期局長の 選考 における共通質問事項

1．なぜ応募 した か ？語学の 経験は ？

2，現在 の 計量 にお い て Key となる事項は何 か

3．BIPM はそ れ に対 し て どめ よ うな役割 を果た

　 すべ きか ？

4．地域組織、他の 国際組織 との 関係 は どうあ る

　 べ きか ？

5．マ ネージ メ ン トの 考え方 は ？

6．管理 ある い は リ
ーダー

の 経験 は ？

7．貴殿 は BIPM に どの よ うな貢 献がで きる か ？

5 ．　 国際計量体制の 将来 と日本の 役割

5 ． 1　 今後の 国際計量体制

　
一

次標準の 研 究は
一

層の 高度化 に よ り、今後

ますます多額の 資金 が必要 に な る と考 え られ る 。

その た め に標準研究 の 国際協力 ・国際分担 が必

要 にな っ て い くで あろ う。 す で に ア ボガ ドロ 定

数 の 再 決定の 研 究で は委員会 自身の 管理の 下で

国際的な研 究チ ーム が編成 され て い る 。

一方 で

は 1 研究所 の 開発 した標準 をそ の まま国際標準

に す る こ とは危 険で あ り、 複数 の 研究所が 実現

し た標準 の 相互 比 較は不可 欠 で あ る 。 連続 的に

稼動 して い るセ シ ウム周波数 1 次標準器 が一時

ドイ ツ 物理 工 学研究所 （PTB）の もの だけに な っ

た時期が あ り、1991年の 第 19回 CGPMで 、 周波

数 1 次標準器の 設 定 ・維持 を各国に要請す る決

議 を した こ とが あっ た 。 現 在開発 が進 ん で い る

キ ロ グラ ム 実現 の た め の い わ ゆる ワ ッ ト ・バ ラ

ン ス に つ い て も、米 国 NIST が得 た結果だけでは

不 充分で 、 少な くとも 2 ヵ所 で の 成果が比 較 さ

れ る べ きで あろ う。 これ らの 研 究で は学際的な

協力 の 必要 も高 ま っ て お り、内外 と もに大学 ・

産業界の 協力の 重要性 が増す で あろ う。

　BIPM の 役割 に も大 きな変革が 必要 とされ る 。

前記 の よ うに研 究の ウエ ー
トは低 下 し 、 相互 承

メ ン バ ー （1998年 2 月 ）：左 か ら Quinn

BIPM 局長、　Kovalevsky 委員長、筆者 、

Gebbie 副委員長、　 Blevin 幹事）
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認取 り決 め の 運 営の よ うな管理 的業務が増加す

る 。 その ため、自前 の研究テ ーマ に は こ れま で

以 上 の選択 と集 中が 求められ よう。 そ の た め に

生 じる研 究活動の 低 下 を補完す るた め には 、国

際共同研究 の 促進が考えられ る。BIPM はこ の よ

うな研究の 推進の 事務局 となる ほか 、 研究場所

を提供す る組織 として 活用 され る べ きで ある 。

　世界的な トレーサ ビ リテ ィ体系 は質 ・量 とも

充 実して い くで あろ う。 特に 医薬 と食品の 成分

に関わる標準 の 確立 と校正 体系 の 整備 が完成す

れ ば、メ ー トル 条約 の 役割は飛躍的に拡大す る 。

しか し計量標 準の 存在意義 を政治家や行政官、

さらに は
一般 大衆 に理解 して もら うため には、

計量標準の トレ
ーサビ リテ ィ が果 た して い る役

割 が分 か りやす い 形で説 明で きなけれ ばな らな

い 。そ の ため に説 明責任 を重視する英国 NPL 、

米国 NIST な どが先鞭を つ け て計量 の 経済効果

の 研 究が始ま っ て い るが 、わ が国で も同様な努

力が 必要で あろ う。

　 一方で は地域的な協力関係 が ます ます深 ま り 、

ト レーサ ビ リテ ィ の 実用部分 を担 う傾向が 強ま

る と考 えられ る。産業の グ ロ ーバ ル 化 は ますま

す進展する と思われる の で 、地域で の トレーサ

ビ リテ ィ活 動 に つ い て は産業界 に ももっ と関心

を持 っ て もらい
、 そ の 成果を活 用 し て も らう努

力 が必 要 で あろ う。 もちろ ん地域活動に限 らず 、

計量 標準に対 す る産業界 の ニ
ーズ を掘 りお こ し、

協力 関係 を密接化す る努力が必 要 で ある 。

5 ． 2　 日本の 役割

　計量標準に 関わ る国際的な活動 にお けるわが

国 の 役割に つ い て 、 過去 の 経緯 も含 め て 触れて

お きた い
。 良 く知 られて い る よ うにわが 国はメ

ー
トル 条約 に 10年遅れ て加 盟 したが 、 表 11 に

見るよ うに 1907 年か らは ほ とん ど常時 CIPMで

の 席 を確保 して きた。これ は当時の 国力 か ら見

れ ば真に驚くべ き こ とで 、 明 治政府 の 見識 と当

時の 科学技術の 先駆者の 能力 に敬 意を表 さざる

を得ない
。

　次 にわが 国か らの メ
ー トル 条約 へ の 貢献 に つ

い て簡 単に触れて お く。 すで に述 べ た よ うに歳

費の 分担は加盟 国の 義務で あるか ら特別 な貢献

とは言 えない が 、 わ が 国は 1970 年代か ら米国 、

ドイツ 、ソ連 （1989 年ま で ） と並ん で 最大拠出

国で ある。その ため 国際度量衡委員会、各諮 問

委員会お よびそ の 下 にある作業部会の 活動で は

常に主要な役割 を果た して きた。肝心の 計量標

準の 定義や現示 方法 に つ い て の 国際的 な取 り決

め にお け る科学的 な貢献と い う面 で は 、 戦前は

中央度量衡検定所長 の 渡辺 襄氏 らに よるカ ドミ

ウム 光源 の波長測定、戦前戦中の 東京工 業大学

大石 二 郎教授 に よ る氷点の 熱力 学的絶対温 度測

定、戦後 にな っ て か らは増井敏郎 らに よ るク リ

プ トン 同位 元素光源 の 波長測 定な どが あ っ た も

の の
2）、その 後 は必ず し も十分で あ っ た とは言

えない 。東京大学霜 田光
一

名誉 教授 が か つ て メ

タ ン 吸収 に よる安定化 レーザを提 唱 された り、

筑波 大学安藤恒也教授 、 学習院 大学川路紳治教

授 らに よ る量子 化 ホ ー
ル 効果 に つ い て の 先駆 的

表 11　我が国か らの 国際度量衡委員 （出席総会 ；国際度量衡委員長 ；国際度量衡局長）

在任期間

　 （年）
氏　名 出席 した総会 在任時 の 委員長 在任時 の 局長

1907−1931 田中舘愛橘 第 4−7 回 Foerster−Volterra Benoit−Guillaume

1931−1948 長 岡半太郎 第 8 回 Volterra−Sears Guillaume −Perard

1952−1966 山内　二 郎 第 10，12 回 Sears−Danjon−Vieweg−HowletVolet −Terrien
1967−1973 朝永　良夫 第 13−14 回 Howlet−Otero Terrien

1974 −1980 櫻井　好正 第 15−16 回 Otero−Dunworth Terrien−Giacomo
1981 −1985 川 田　裕郎 第 17 回 Dunworth−Kind Giacomo

1986−2001 飯塚　幸三 第 18−21 回 Kind−Kovalevsky Giacomo −Quinn

2001一 田中　充 Kovalevsky Quinn
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研究 があ っ た もの の 、それ らを他の 国 に先駆 け

て 計量標 準 と して現実化で きなか っ た こ とが惜

しまれる。

　国際度量衡局 にお ける 日本人研 究者の 活躍 も

多々 あ っ た が 、 これ ま で 1 年間以上 の 長期 に滞

在 した研究者は表 12 の とお りで 、 僅か 6 人 で あ

る 。 また長期に BIPM の 正規職員に な っ た の はよ

く知 られ て い る よ うに表 10 の 中の 佐 久間晃彦

氏 だ けで あ っ た 。同氏 は重力加速度の 絶対測定

で 世界 で初めて 10
− 9

の 精度 を実現 して 日本人 研

究者 の 地位を高 め 、
フ ラ ン ス 科学ア カ デ ミ

ー
か

ら功績賞を受賞 した （写真 12 は 同氏 の 可搬型絶

対測定装置）。 また 電総研 か ら出向 し た遠藤忠氏

が 量子化ホ ール 抵抗標 準に つ い て 行 っ た研究 も

BIPM で は高 く評価 され て い た。通信総合研 究所

（通総研 ）の 今江理 人 氏が行 っ た GPS の 受信ア

ン テ ナ に関す る貢献 も同様で あ る 。

　次に物的な貢献と して は 、 わ が 国 の 優れた 製

品 （干渉計や天 秤な ど）が 採算を度外視 し た協

力 に よ り納入 されて い る。筆者が在任中の 完全

な寄贈品 と し て は 、元計量研 の 秋元 義明氏 が 開

発 し、筆者 自身 が運搬 した レ
ーザ波長安定化制

御機器 （写真 13）、 （財 ）機械振興協会技術研究

所の 上野 滋氏 が 開発 した原器加 工 用 NC 旋盤、株

式会社 ミツ トヨ の ご好意 に よる原器加 工ひ ずみ

評価用 の ア カシ 微小硬 度計の 3 点 が あ る。 その

ほ か 研究用 で は ない が 、 2000 年 10 月には メ
ー

トル 条約締結 125周 年記念と し て ，工 業技術院

か ら名 古屋 工 業技術研究所の 協力 に よ り作成 し

た 直径 60cm の 九谷焼の 「官窯」 の 大皿 が寄贈さ

れ （写真 14 は在パ リ日本大使公 邸 にお ける贈呈

式 の 模様）、 現在 BIPM の 新館右手 に飾 られて い

る 。

6 ．結び

　過去 15 年の 在任期間を振 り返 っ てみ る と 、 最

初 に も述 べ た よ うに BIPM を中心 とす る メ
ー

ト

ル 条約 の 活動 に 大 きな変革 が あ っ た 。 そ の 要点

表 12　国 際度量衡局 に長期滞在 したわ が 国研 究者

氏　名 出身研究所 滞在期間 研 究課題

吉江　清 電総研 1953 − 1955 度量 衡の 維持な らび に 改善

増井　敏 郎 計量研 1955− 1957 基礎測定技術

平山　宏之 電 総研 1957− 1959 電気単位お よび電気標 準器

佐久 間晃彦 計量研 1959− 1996 地球重力の 国際標準値決定

今江　理 人 通総研 1990− 1991 衛星 通信 に よ る周波数標準

遠藤　忠 電総研 1984− 1986 量子 化ホー
ル 素子 抵抗標準

問 晃彦氏 （左 端 ； 1995年 10 月 ）

写真 13　 レ ーザー波長安定化制 御器 の 贈呈

　　　　 （1998年 10 月 ；左 端 は Quinn局長 ）
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写真 14　メ
ー トル 法 125 周年記念大皿 の 贈呈式

　　　　 （2000 年 10 月 、
パ リ 日本大使館に

　　　　 て）： 左か ら Qulnn局長 、 小倉在佛 大

　　　　使、Kovalevsky 委員長 、筆者、榎本名

　　　　 古屋 工 業技術研究所長

は次 の 3点 であ る。

（a ）活動対象 が基礎標準か ら実用 標準ま で大 き

　く拡大 した こ と 、

（b）科学技術的 な業務だ けで な く相互承認等 の

　行政的な業務が入 っ て きた こ と、

（c） 地域の 活動 が非常に活発 に な っ て きた こ と

　 （リージ ョ ナ リズ ム が グ ロ ーバ リズ ム を凌駕

　 し、地域 が先行す る事例が 生 じて い る。そ の

　た めそ れ らを的確か っ 統
一

的に 管理、監督 し

　なければな らない とい う問題が 生 じて い る）。

　以 上の よ うな背景か ら内外 ともに
一層密接 か

っ 直接的 な人 的交流 が必要 で あ り 、 今後こ の 分

野で活 動するた め に は多国間協議 の 場で の
一

層

の （英語 で の ）交渉力 も必 要 となろ う。 それ と

ともに BIPM の あ り方 とも関連 して 、我 が国か ら

の 人的、物的協力 に つ い て 改 め て 検討す る必 要

が あ ろ う。 併せ て 各種国際組織間の 役割分担 を

見直 し、相互 協力 （場合 に よっ て は統合まで ）

を積 極的に 展開する よ う主張 し て い くべ きで は

ない か と考 える。また地域活動 の 重要性 の 増 大

か ら、 近 隣の 計量大国で ある 中、 韓両 国 との 協

力関係に注意を 払い つ つ 、ア ジ ア にお けるわ が

国の リ
ー

ダーシ ッ プ を維持 して い くべ きで あ る 。

　終 わ りに あた っ て 、 筆者 が委員会に在任 した

間を振 り返 っ て 反省 して い る点 を列挙 してお き

た い 。

1，計量標準をめ ぐる環境の 90年代にお け る急

　激 な変革 （具体 的に は グ ロ
ーバ ル 化 と認証 制

　度） に対す る対応 に遅れが あ っ た 。 実は 実用

　標準 、 特に 化学分野 の活動に は常時消極的な

　対応を とっ て きた が、それはわ が 国の 状況 が

　積極的な対応 を許す状況に至 っ て い なか っ た

　か らで もある 。

2．地 域及 び途上国向け の 活動 に つ い て も出遅 れ

　 の 感が否めな い
。 こ れ もわが国の 国情に よ る

　が 、最近 にな っ て巻き返 しが成功 し つ つ ある。

　 関係者 の 努力 を評価 した い 。

3． 1996 年に 退職 された佐久間晃彦氏 は 唯
一

の

　職員で あっ たが
、 そ の 後 、 正 規職員 が採用 さ

　れ て い な い
。 広 く人 材を発掘する努力 が不十

　分で あっ た と反省 して い る 。

　以上 CIPM の 在任期間 に見聞 した こ とを中心

に国際的 な計量標準 の 発展動 向を紹介 した 。 講

演 の 機会 を与 え て い ただ い た本 学会理 事 で北海

道 大学名誉教授 高 田誠二 氏、な らび に講演 の た

めの 資料 を多 々 提供頂い た独立行政法人 産業技

術 総合研究所の 関係者の 方 々 に こ の 場 を借 りて

厚 くお礼 申 し 上 げ る 。 終わ りに な っ たが 、 本稿

をま とめるに 当た っ て 、 講演 内容 の 記録を と っ

て 頂き 、 か つ 貴重 な意見 を頂戴 した元計量研 究

所長 の 栗 田良春氏 に深 く感謝 の 意を表す る。
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付表 　1985年か ら 2000年ま で の 間 の CIPM で の 重要 な話題

1985 年 ： von 　Klitzing 氏 へ の お祝い 状贈呈 ；佐久 間晃彦氏の フ ラ ン ス 科学ア カ デ ミ
ーの 賞

　　　　 受賞

1986 年 ： 次期局長 と し て Quinn氏 選出

1987 年 ： 第 18回総 会 ；キ ロ グラ ム 原器 の 第 3 回校正決 定 、 電気標 準に ジ ョ ゼ フ ソ ン電圧 と

　　　　 量子 化ホ
ー

ル 抵抗採用 へ 向 けて の 決議、新温度 目盛 へ の 移行期 日決定

1988 年 ： 局長 Quinn氏 に交替 、
ジ ョ ゼ フ ソ ン 係数 と量子化ホ ール 係数の 値 の 決定、　 ITS−90

　　　　 決定、総会 ・委員会文書の 英語 化決定

1989 年 ： 幹事 Kovalevsky 氏 に交代

1990 年 ： 化学 における トレ ーサ ビ リテ ィ 臨時作業部会設置

1991年 ； 第 19 回総会 ；倍量 ・分量 の接頭語追加

1992年 ： 国際比 較 、 長期的研究に 関す る勧告、メ ー トル の 定義の 現示 方法勧告

1993年 ： ISO認定制度 の 問題初めて討議、　 CCQM 設置決定

1994年 ： 初め て の 女性委員 （Gebbie 氏）出席、　 Crovini 氏 を幹事補佐 に選任

1995年 ： 20 回総会 ；世界的 トレ
ー

サ ビ リテ ィ確立
、 化学測定へ の 取組決議 、

OIML との 統合

　　　　 問題検討要請 、 計量 の 長期 的ニ
ーズ検討を指示

1996年 ： Kind 委員長 の 後任 に Kovalevsky氏 を選 任 、
　 Crovinl 氏死 去、幹事 を Blevin 氏 に

　　 　　 決 定、音響超音波振動臨時作業部会設置

1997年 ： 計量の 長期的 ニ ーズ報告書承認 、 諮問委員会の 名称変更 、 相互 承認協定原案審議 、

　　　　 地域組織 と の 合 同委員会 （JCRB）設置承 認

1998年 ： 化学部 門新設承認、CCAUV 設置決定、硬 さ作業部会設置承認 、 流量 と粘度も検討

　　 　　 開始

1999 年 ： 21 回総会 ；相互 承認取 り決 め決定、協力国制度決定 、バ イ オテ ク ノ ロ ジー
分野の

　　 　　 標 準の 検討決 定、世界計量記念 日制定、幹事 に Kaarls 氏 を選任

2000 年 ： 次期局長 に Wallard 氏を選任 、計量の 長期的 ニ
ーズ に関する報告書 の 改訂決定

Historical　 Review　 of 　 the　 International

Activity　in　Metro1Qgy　and 　its　Future

− 15　years 　as 　a 　 Member　of 　 the 　CIPM
−

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Kozuo　IIZUKA

Sumrnary：

　 　 Ahistorical 　 review 　of 　the 　 achievements

of 　the　CIPM　　（Coraite　International　des　Poids

et 　Mesures）　　during　the　period 　of 　1989　to　2001，

when 　 the　 author 　 was 　 in　 the 　 Co  ittee，　 is

preserlted ．　　After　introducing　the　framework

and 　the 　structure 　of 　the 　Metre　Convention，

recent 　changes 　of 　the　activity 　and 　the 　role

of 　the 　 CIPM　and 　 its　 Consultative　 Co  ittees

are 　explained 　together 　with 　their 　backgroud，

The　movement 　towards 　the 　establishment 　 of 　the

global 　traceability 　of 　rneasurement 　standards ，

especially 　　the 　　agreement 　　for　　Mut しlal

Recognition　　Arrangement　　of 　　Metrological

Standards　and 　of 　Calibration　and 　Measurement

Certificates
，　　is　looked　back　in　detail

，

referring 　to　the　cooperation 　of 　the　CIPM　with

other 　Internationa1　0rganizations　including

the 　regional 　metrology 　organizations ．　　The

past 　and 　present 　manage 盈ent 　（the　structure ，

budget，　 persorlel　etc ．）　　of 　the　BIPM　（Bureau

Irlternational　des　poids 　et 　Mesures ）　　 is

presented ．　　Irl　the　 end
，　the 　role 　 of 　Japan　in

the 　 activity 　of 　the 　Metre　Convention　for　the

development　of 　the 　metrological 　standards

and 　its　global 　traceability 　in　future　is

sしiggested ．
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